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◯24 番（松野 隆）登壇 ただいま議題となっております令和元年度決算関係議案 24 件に

ついて、決算特別委員会における審査の経過及び結果を御報告いたします。 

 本委員会は、去る９月４日に設置され、９月 10 日の委員会において正副委員長の互選を

行い、その後、９月 18 日の委員会では決算の概要について理事者に説明を求め、監査委員

から決算審査についての意見を聴取いたしました。 

 次いで、９月 23 日から 25 日まで総会を開き、議案全般についての質疑を行い、９月 28

日から 10 月２日まで、全委員が５分科会に分かれ、鋭意審査を行いました。 

 各分科会における質疑、意見の概要については、既に文書をもって各委員に配付いたして

おりますので、省略させていただきます。 

 次いで、10 月７日に総会を開き、さらに質疑を行いました。 

 以下、総会において特に議論され、各委員から意見、要望がありました諸点について御報

告いたします。 

 平和への取組については、未来に伝達すべき記録や資料をアーカイブズとして残し、平和

の尊さを伝えるとともに、平和に向けた宣言を行い、メッセージ性のある企画等に取り組ま

れたいとの要望。 

 表現の自由と行政の中立性については、特定の主義主張に立脚した市民活動に対して、名

義後援の不承諾や公共施設の利用制限等を行う取扱いを改めるべきとの意見。 

 都市の成長への投資については、成果が市民の暮らしに十分に反映しているとは言えず、

格差と貧困を再生産する都市再開発優先から住民の福祉の増進を図る姿勢に転換すべきと

の意見。 

 ＤＸ、デジタルトランスフォーメーションについては、あらゆる社会層が安全、安心、快

適に暮らしていけるよう、情報弱者へのサポート体制を整備するとともに、様々な分野にお

いてさらなるデジタル化を着実に推進されたいとの要望。 

 今後の財政運営については、事業のより一層の選択と集中を進めるとともに、都市の成長

と生活の質の向上の好循環が停滞することがないよう、先を見据えて取り組まれたいとの

要望。 

 委託契約の在り方については、特定の大企業に偏重した外部委託をやめ、市職員を増員す

るか、分離分割して地場中小企業へ発注すべきとの意見。 

 公共施設の整備及び管理については、ＰＦＩ事業者選定の評価方法や指定管理者制度に

おけるリスク分担表は、より分かりやすく理解しやすいものとし、事業者が安心して参画で

きる環境を整えるべきとの意見。 

 地域経済への貢献や雇用の確保、市民の所得向上に資するため、ＰＦＩや指定管理者制度

をやめるべきとの意見。 



 債権の適正管理については、歳入向上と市民負担の公平性確保の観点から、税外債権を含

む全庁一体的な債権回収を進め、収入未済額等の減少に努められたいとの要望。 

 ふるさと納税制度については、随時募集の体制づくりにより、魅力ある返礼品を拡充する

など、ふくおか応援寄付を積極的に推進し、収入確保に取り組むべきとの意見。 

 行政機能の適正な配置については、市役所本庁舎の建て替え時期や市関連施設の耐用年

数を踏まえて、北別館跡地の市所有による有効活用や災害対策本部室の移転先について、長

期的な視点で継続して検討されたいとの要望。 

 行政施設の建て替えについては、財政負担やサービスの継続性への配慮などを踏まえ、俯

瞰的な視点で検討を進めるプロジェクトチームを立ち上げて検討するなどの対策を講じら

れたいとの要望。 

 市民行政については、終活支援事業について、死亡に伴う手続は煩雑で遺族の負担も大き

いことから、ご遺族サポート窓口の拡充や市民に寄り添った支援を行い、死後の不安の軽減

や高齢者の暮らしの充実につなげられたいとの要望。 

 自然災害について、自助、共助、公助が一体となって立ち向かうため、市民や民間企業等

との連携による災害対策の強化を積極的に推進すべきとの意見。 

 冬のスポーツ振興について、より多くの市民がウインタースポーツフェスタに参加でき

るよう周知を図るとともに、氷上スポーツの環境の維持、改善に努められたいとの要望。 

 総合体育館について、地区体育館等と比べて利用料金が高く、施設利用者の駐車場料金を

減免すべき、また、不足している駐車場の整備を進めるべきとの意見。 

 投票率の向上については、民間施設の活用も視野に入れて期日前投票所を増設するとと

もに、投票率の低い若年層向けの取組として、大学生に住民票の異動を周知徹底すべきとの

意見。 

 子ども行政については、中高生の居場所づくりについて、団体間のネットワークを構築し

て地域での見守り体制を整え、社会状況を踏まえた上で、中高生の視点に立った施策を具体

的に進められたいとの要望。 

 ひとり親世帯について、養育費の受給をより確実なものとするため、取決めに係る情報提

供や支援策のさらなる検討を行うべきとの意見。 

 発達障がい児・者の支援について、乳幼児期から成人期までのライフステージに応じて一

貫した相談支援体制、機能を構築し、さらなる支援の充実に取り組まれたいとの要望。 

 病児・病後児デイケア事業について、共働き家庭が子育てと就労の両立を図る上で重要な

施策であり、引き続き医療機関と連携しながら充実に取り組まれたいとの要望。 

 コロナ禍における保育の充実について、休園時の代替保育の提供、児童や保育従事者を対

象としたＰＣＲ検査の実施、保育士の配置基準や面積基準の改善などに手厚く予算配分す

べきとの意見。 

 里親制度の推進について、さらなる民間活用を図り、アウトリーチ型の連絡、相談体制、

オンラインによるリモート面談環境を整備するとともに、効果的な普及啓発に取り組まれ



たいとの要望。 

 教育行政については、ＩＣＴを活用した教育について、第三者機関による検証や情報化推

進に関する指針の改定により、教育現場におけるデジタル化を加速すべきとの意見。 

 ＧＩＧＡスクール構想による個別学習の推進は、共同の学びを大切にしてきた学校教育

を変質させるものであり、オンライン授業などに限定すべきとの意見。 

 学校施設について、市民の財産であるという認識の下、教育用途に限らず、避難所や地域

活動に幅広く活用し、地域の個性やニーズを取り込んだ整備を進められたいとの要望。 

 学校給食について、県産ブランド牛や九州産の食材などを、国の事業を活用し積極的に導

入することで、地産地消と食育の推進を図るべきとの意見。 

 外国人の児童生徒について、言葉の壁に対する不安を取り除き、安心して学習に取り組む

ことができるよう、オンデマンド動画を使った日本語指導の充実などに努められたいとの

要望。 

 いじめ、不登校の対応について、関係機関や地域と積極的に連携を図るとともに、未然防

止、早期対応に向け、人の温かさを感じられる心の居場所づくりなど、さらに取組を充実さ

れたいとの要望。 

 図書館について、読書活動を推進するため、新聞の活用や学校司書のさらなる増員など、

学校図書館の運営の強化を図るべきとの意見。 

 学校図書館については、学校司書を増員するとともに、司書教諭との連携を強化すべき、

また、市立図書館については、運営費の確保や職員研修の充実に取り組むべきとの意見。 

 小中学生の防犯意識の向上について、ＳＮＳやインターネットの正しい使い方を含め、犯

罪に巻き込まれないための分かりやすい防犯教育に取り組まれたいとの要望。 

 経済観光文化行政については、プレミアム付商品券事業について、申請率が低く、多額の

不用額が発生したことから、今年度の商店街プレミアム付商品券事業では、課題を解決した

上で多くの市民に支援が行き渡るよう推進されたいとの要望。 

 観光施策について、コロナ禍を経験した今、歴史や自然などの観光資源を磨き上げ、国内

観光客にも喜ばれるよう、これまで以上に観光振興に取り組むべきとの意見。 

 マリンメッセ福岡について、一般財団法人福岡コンベンションセンターに無償で貸し付

け、収益から税金が支払われる現状の仕組みを見直すべきとの意見。 

 にぎわいの創出について、身近に音楽に触れる機会をつくり、音楽を通じた交流が生まれ

るよう、新たな挑戦としてストリートピアノを設置されたいとの要望。 

 エンジニアフレンドリーシティ福岡について、最新技術を活用した取組の重要性が高ま

っている状況を踏まえ、その核心を担うエンジニアを取り巻く環境の充実を図られたいと

の要望。 

 農林水産行政については、沿岸漁業の活性化について、より実効性のある博多湾の底質改

善事業を実施するとともに、漁業者への共済制度の周知や助成拡大に取り組むべきとの意

見。 



 港湾空港行政については、海浜管理について、海水浴やマリンスポーツなどで安心して海

を楽しめるよう、市内全ての海岸を所管し、県などの関係機関と調整を行う部署をつくるべ

きとの意見。 

 博多港ふ頭株式会社について、港湾施設管理事業の収支は一般管理費等を含めると赤字

であり、同事業のほとんどが本市の委託事業であることから、経営の効率化を指導すべきと

の意見。 

 保健福祉行政については、生活習慣病の予防について、働く世代の健診受診率の向上に取

り組むとともに、ライフステージに応じた運動習慣の定着化を推進されたいとの要望。 

 がん検診について、過去にバリウム誤嚥事故が発生したことを受け、安全ながん検診の実

施のため、偶発症の可能性について一層の周知を図るなど、受診者の理解を深めるための対

策を取るべきとの意見。 

 こども病院について、病気と闘う子どもたちのために、患者家族の経済的、精神的負担の

軽減にも配慮しながら、より良質な医療環境を提供されたいとの要望。 

 視覚障がい者への支援について、網膜色素変性症の患者の経済的負担を軽減するため、暗

所視支援眼鏡を日常生活用具に認定すべきとの意見。 

 住宅都市行政については、地下鉄２号線と西鉄貝塚線の直通運転化について、将来的な東

部地域の交通体系や鉄道計画等を視野に入れ、関係各局が連携しながら西鉄と協議し、車両

の更新時期も踏まえた上でスピード感を持って検討されたいとの要望。 

 ユニバーサルデザインタクシーについて、公共交通バリアフリー化促進事業を推進する

ため、補助事業を継続し、導入を促進すべきとの意見。 

 生活交通について、いつまでも住み慣れた地域で暮らしていけるよう、例えばオンデマン

ド交通を軸に据えるなど、高齢化の進展に遅れることなく、持続可能な取組を早期に打ち出

すべきとの意見。 

 マンション管理の適正化推進について、今後、高経年分譲マンションの増加が見込まれる

ため、マンションの適切な管理や再生について、本市として独自性を持った施策を検討され

たいとの要望。 

 高齢者のための住宅施策について、公共交通沿線に居住を誘導し、医療や福祉の都市機能

が充実したコンパクトシティの形成に向けたまちづくりをすべきとの意見。 

 都心開発について、コロナ禍における社会情勢を踏まえ、天神ビッグバンをはじめとする

都心開発への一極集中はやめ、生活交通支援に重きを置くなど、地域間格差を是正する市政

へと転換すべきとの意見。 

 九大箱崎キャンパス跡地の利用について、ＪＲ新駅の設置は地元商店街など地域の経済

活動を活性化させ、本市の発展にもつながるものであり、ぜひ実現されたいとの要望。 

 環境行政については、地球温暖化対策について、省エネルギー、再生可能エネルギー、緑

化の推進など、環境負荷低減の取組を今後のまちづくり全般に盛り込み、実施されたいとの

要望。 



 脱炭素社会の推進のため、さらなる再生可能エネルギーの導入、省エネの取組推進、交通

における環境負荷の低減など、温室効果ガス排出削減に取り組むべきとの意見。 

 市役所本庁舎の電力調達について、コスト重視ではなく、環境に配慮し、事業者の再生可

能エネルギーの比率を重視した入札参加基準に改めるべきとの意見。 

 ごみの収集について、廃エアゾール製品等やリチウムイオン電池は、火災を発生させる危

険があるため、収集、処理体制を強化するとともに、民間との連携推進などに取り組むべき

との意見。 

 ごみ収集運搬業務従事者への支援について、新型コロナウイルスの感染リスクを負いな

がら業務に従事している労働者に対し、特別給付金を支給するとともに、処遇改善のため人

件費の委託料を引き上げるべきとの意見。 

 道路下水道行政については、福岡空港への都市高速道路延伸について、周辺道路の混雑は

見込まれず、コロナ禍で福岡空港の乗降客数は大幅に減少しており、将来の需要が見通せな

いことから、事業を中止すべきとの意見。 

 下水道による浸水対策事業について、激甚化、頻発化する豪雨による水害に対応するため、

ソフトとハードの両面からインフラ機能を着実に強化するとともに、ＩｏＴ、ＡＩなど、新

技術の導入に取り組むべきとの意見。 

 水道行政については、上下水道料金について、コロナ禍において家庭用の水道及び下水道

の使用量が増加し、市民生活に大きな負担が生じているため、企業債の償還金に充てる資金

を財源として、他都市と同様に減免を実施すべきとの意見。 

 水道事業の推進について、計画的な水道施設の更新に取り組むとともに、頻発化、激甚化

する災害への備えを強化し、いつでも安全で良質な水道水が供給できるよう努められたい

との要望。 

 交通行政については、障がい児の地下鉄割引乗車券について、障害者手帳の確認などによ

り購入に時間を要するため、大人の障がい者と同様に障がい児用の割引はやかけんの導入

を検討されたいとの要望。 

 以上のように、議案全般についての質疑を終了し、10 月８日の本委員会において、各派

代表による意見開陳を行い、続いて採決を行った結果、議案第 148 号ないし議案第 171 号、

以上 24 件について、全会一致または賛成多数をもって、いずれも認定または可決すべきも

のと決しました。 

 以上、審査の経過及び結果を述べてまいりました。理事者におかれましては、今年度から

決算審査の時期を見直したことを踏まえ、本委員会において表明された各委員からの意見、

要望などに十分留意され、令和３年度の予算編成にも生かしていただきますようお願いい

たします。 

 また、厳しい財政状況の中で、今後とも、行財政の見直しを進め、経費の削減と効率的な

執行に努められますとともに、市民サービスの向上のため、市政全般にわたって、なお一層

の努力を傾注されますよう要望いたしまして、報告を終わります。 


